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研究ノート

ディーゼル車のガソリン車への転換による粒子状物質排出量削減効果 
―1980年代・90年代の東京都を事例として―⑴

水　谷　洋　一

Ⅰ．研究の目的

本研究の目的は，東京都内で走行する車両総重量８トン以下の貨物車・バス・乗用車等がすべ

てガソリン車であった場合，自動車からの粒子状物質の排出量をどれくらい抑制することができ

たかを明らかにすることである．

日本においては，車両総重量の比較的重いクラスの普通貨物車やバスは1970年代以前からディー

ゼル車が主流であったが，1970年代終わり頃から小型貨物車・バスにおいてもディーゼル車の製

造・販売が増え始め，1980年代にはその保有台数の約半分が，現在では約65％がディーゼル車と

⑴	 本稿は，東京大気汚染公害裁判（２次～５次訴訟）において筆者が2004年12月に原告側証人として東京地方裁
判所にて証言を行った際，同裁判所に提出したペーパーである．その性格上，これまであえて公刊してこなかっ
たが，除本理史「大気汚染の削減と被害補償・救済―自動車排ガス汚染を中心に―」，除本ほか著『環境の政治経
済学』ミネルバ書房，2010年，59－79頁（第４章）で紹介されたため，この度公刊することとしたものである．
原タイトルは，「ディーゼル車のガソリン車転換による粒子状物質排出削減量に関する研究報告書」である．

図１　保有車両に占めるディーゼル車の比率
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なっている．また，乗用車においても，1980年に入ると保有台数に占めるディーゼル車の割合が

徐々に増えはじめ，現在では約10％を占めるにいたっている．

後述のように，ディーゼル車はガソリン車に比べて粒子状物質の排出量が桁違いに多いため，

このような「ディーゼル車化」は粒子状物質による大気汚染を引き起こす大きな原因となってき

た．また一方では，車両総重量８トン以下の貨物車・バス等はガソリン車でも十分対応可能であ

るため，10トン以下のクラスでの「ディーゼル車化」を抑制し，逆に「ガソリン車化」を進める

ことは，粒子状物質による大気汚染への対策として有効であることも多く指摘されてきたところ

である．

本研究は，上記のような事実をふまえ，ディーゼル車化が進行せず，逆に車両総重量８トン以

下の貨物車・バス・乗用車等においてガソリン車化が進んだ場合，自動車からの粒子状物質の排

出量をどれくらいに抑制することができたかを明らかにするものである．

Ⅱ．研究の方法

本研究では，東京都が公表している「東京都内自動車交通量及び自動車排出ガス排出量算出調

査報告書」（正確なタイトルは年度ごとに若干異なる）をベースとして，そこに記されている東京

都内走行車両のエンジンタイプ別構成のうち車両総重量８トン以下の貨物車・バス・乗用車がす

べてガソリン車であった場合（ガソリン車化想定），そうでない実績値とくらべて粒子状物質の排

出量がどれくらい減少したかを分析した．

東京都は，1976（昭和51）年度より最近年の2002（平成14年度）まで数次にわたり東京都内に

おける自動車交通量とそれに起因する自動車排出ガス量の調査を実施し，その結果を公表してき

た．本研究では，そのうち1982（昭和57）年２月に公表された報告書，1992（平成４）年３月に

公表された報告書，2001（平成13）年３月に公表された報告書の３つを用いた（末尾の参考文献

リストを参照）．これらの報告書が対象としているのは，それぞれ1980（昭和55）年，1990（平成

２）年，1999（平成11）年である．2001年の報告書では粒子状物質の現状排出量が算出されてい

るので，その値とガソリン車化想定時との排出量の差を分析したが，前者２つの報告書では算出

されていないため，2001年の報告書の手法に準じてまず粒子状物質の現状排出量を算出し，それ

とガソリン車化想定時との排出量の差を分析した．

Ⅲ．研究結果の概要

研究の結果，車両総重量８トン以下の貨物車・バス・乗用車等においてガソリン車化を進めた



― ―39

ディーゼル車のガソリン車への転換による粒子状物質排出量削減効果 ―1980年代・90年代の東京都を事例として―

場合，東京都内における自動車走行による粒子状物質の排出量を1980年では54％，1990年では

74％，1999年では75％削減できることがわかった．削減量が最も多いのは普通貨物車で，各年次

とも削減量全体の60％を占める．普通貨物車は現状排出量でも60％程度を占める最大の排出源で

あるが，その80％程度は車両総重量が８トン以下であることから，この部分がガソリン車化する

ことは大きな排出削減効果をうむ．また，小型トラック・バスおよび乗用車といった比較軽量な

クラスの車両（1980年代以前はほとんどがガソリン車であった）のガソリン車化による排出削減

効果も大きく，1990年には削減量全体の45％，1999年には42％を占めている．

図２　ガソリン車化による粒子状物質排出量の変化（東京都）

Ⅳ．算出プロセス

一般に，車種別の自動車排出ガス量は，車種別排出係数（EFil）とその車種の走行量（Til）の

積によって求められ，それを全車種で集計して自動車走行全体からの排出量（TE）が求められ

る．そして車種別排出係数（EFil）は，エンジンタイプや年式などが異なる様々な車両からの個

車別排出係数（Ft）をその構成率（Wt）で加重平均したものとして導出される．ただし，排出量

は自動車旅行速度（Vl）によって異なるため，個車別排出係数（Ft）は車速の関数であり，した

がって車種別排出係数（EFil）も車速の関数となる．

［1］排出ガス量トンTE＝Σ（道路リンクl）Σ（車種i）走行量Til×車種別排出係数EFil 

［2］車種別排出係数EFil＝Σ（エンジンタイプt）個車別排出係数Ft×構成率Wt 

［3］個車別排出係数Ft＝f（車速Vl）
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本研究で想定したガソリン車化は，上記の構成率（Wt）を操作するもので，その他の変数は基

本的にベースとした東京都の報告書に掲載されているものを用いた⑵．ただし，1982年と1992年

の報告書では粒子状物質の排出量が算出されていないので，2001年報告書の手法に準じて現状排

出量の算出も行った．

⑴　都内自動車走行量の整理

上記の東京都の報告書から，各年度の自動車走行量を車種別・地域別・道路種別ごとに整理し

たものを表１に示す．

⑵　個車別排出係数の整理

個車別排出係数（走行量当たりの粒子状物質の排出量：g/km）については，環境省も定期的に

発表しているが，本研究では2001年報告書に掲載されているものを用いた．その概要を整理した

ものが表２である．ただし，係数は車速や半積載重量によって異なるので，表２では1999年度に

おける区部・一般道路の値を用いて例示している．

この表２からわかるように，ガソリン車は車両総重量にかかわらず粒子状物質をほとんど排出

しない．逆に，ディーゼル直噴普通貨物車で車両総重量2.5トンを超えるものは，未規制の場合

（低減対策なし），ガソリン車の170倍以上の粒子状物質を排出する．

⑵	 本研究においては，簡便化のため，東京都の報告書では道路リンクごと等に細分化して設定されている車速に
つき，同一道路種別では同一の車速で代表できると仮定し，道路種別ごとの平均的車速により代表させている．

表２　走行時の粒子状物質排出量（g/km）
車種 対応排出ガス規制 排出量⑴ 比率

乗 用 車

ガソリン・LPG 0.001260 1

ディーゼル（小型）
未 0.078781 62.5
H6 0.118220 93.8

H9，10 0.047288 37.5

バ ス
ト ラ ッ ク
特 種 （ 殊 ） 車

ガソリン（全重量） 0.001260 1

ディーゼル
1.7t以下（副室）

未 0.084555 67.1
H6 0.127309 101.0

H9，10，11 0.050924 40.4

ディーゼル
1.7t－2.5t（副室）

未 0.110572 87.8
H6 0.166481 132.1

H9，10，11 0.059934 47.6

ディーゼル
2.5t超（副室）

未 0.145981 115.9
H6 0.102844 81.6

H9，10，11 0.054569 43.3

ディーゼル
2.5t超（直噴）

未 0.215797 171.3
H6 0.152030 120.7

H9，10，11 0.080668 64.0
※　1999年度における区部・一般道路の値．車速・半積載重量は当該地域・道路種のものを用いている．
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⑶　ガソリン車化の想定

表３は，各車種に占めるディーゼル車のシェア（走行量ベース）を年度別にまとめたものであ

る．また表４は，バス・普通貨物車における車両総重量８トン以下の車両のシェアをまとめたも

のである．

ガソリン車化想定では，表３のうち乗用車と小型貨物車（小型特種(殊)車を含む）はすべてガ

ソリン車に転換可能と想定し（ディーゼル車のシェアはゼロ），普通貨物車とバスも表４から車両

総重量８トン以下の部分はガソリン車に転換可能と想定した．

表３　各車種に占めるディーゼル車のシェア
　　　（走行量ベース，粒子状物質に関する規制年次別）

表４　バス・普通貨物車における車両
　　　総重量８t以下の車両のシェア（東京都）

車 種 年度⑴ 未規制 H5/6規制 H9/10規制 計

乗 用 車
1980 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
1990 8.0% 0.0% 0.0% 8.0%
1999 3.3% 3.3% 0.4% 7.0%

バ ス
1980 100.0% 0.0% 0.0% 100.0%
1990 99.0% 0.0% 0.0% 99.0%
1999 65.6% 32.7% 1.7% 100.0%

小 型
貨物車⑵

1980 15.6% 0.0% 0.0% 15.6%
1990 40.6% 0.0% 0.0% 40.6%
1999 14.0% 21.4% 6.7% 42.0%

普 通
貨物車⑵

1980 100.0% 0.0% 0.0% 100.0%
1990 100.0% 0.0% 0.0% 100.0%
1999 47.3% 49.5% 3.2% 100.0%

⑴　1999年度は幹線におけるシェア．1980年度と90年度は全道路平均のシェア．
⑵　特種（殊）車を含む．

車 種 年度 8t以下 8t超

バ ス
1980 45.3% 54.7%
1990 40.0% 60.0%
1999 37.8% 62.2%

普 通
貨 物 車

1980 76.6% 23.4%
1990 82.6% 17.4%
1999 84.7% 15.3%

（出所）自動車検査登録協力会「自動車保
有車両数」

車両総重量８トン以下はガソリン車に転換可能とした理由は下記のとおりである．

① 1970年代前半までは，日本でも車両総重量９トンを超えるガソリン普通貨物車が

製造・販売されていたこと⑶．

② アメリカでは現在でも車両総重量8.8トンを超える貨物車がかなり存在していること⑷．

③ 日本における普通貨物車の保有状況もみると，車両総重量８トンまでのものの

シェアが大きく，８トン－10トンクラスのものは極端に少ないこと．

⑶	 社団法人自動車技術会『自動車諸元表』の1972（昭和47）年度版によれば，車両総重量９トンを超えるガソリ
ン貨物車をいすずは６車種，トヨタは15車種，ニッサンは５車種，1972年度時点で販売している．また同1975（昭
和50）年度版によれば，車両総重量９トンを超える貨物車をトヨタは２車種，ニッサンは４車種，1975年度時点
で販売している．
⑷	 米国国勢調査局が発行しているU.S. Department of Commerce (2004)によれば，2002年時点で米国において保有
されている車両総重量8.8t超・11.8t以下の貨物車約91万台のうち約34万台（約38％）がガソリン車であり，車両
総重量超11.8tの貨物車約259万台のうち約28万台（約８％）がガソリン車である．
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⑷　粒子状物質排出量（現状排出量）の整理

1982年と1992年の報告書をベースに今回算出した粒子状物質の現状排出量および2001年報告書

に掲載されている現状排出量を整理したものが表５である．

排出量の増減には，走行量，ディーゼル車化の程度，1993（平成５）年ないしは1994（平成６）

年から開始された初期の排出ガス規制の影響など様々な要因が関係しているが，小型トラックに

ついては，1980年代のディーゼル車化によって，乗用車については1990年代のディーゼル車化に

よって，排出量が大幅に増大したことがはっきりと見て取れる．また，普通貨物車についても，

走行量の増大にともなって排出量も確実に増大していることがわかる．

⑸　ガソリン車化による粒子状物質排出削減量の算出

表６は，上記⑶のガソリン車化を想定した場合の各年度における粒子状物質排出量を算出した

結果をまとめたもの，そして表７は表５からの削減率を示したものである．

1990年度と1999年度については，削減率が74％，75％となっており，ガソリン車化による粒子

状物質排出削減効果がきわめて高いことがわかる．1980年度の削減率が低いのは，乗用車と小型

貨物車ではもともとガソリン車が大半を占めていたこと，および，普通貨物車の現状排出量が他

の年度と比べてまださほど大きくなく（走行量の違いによる），したがってもともと削減余地が少

なかったことが原因である．また，走行量の増大にもかかわらず1999年度の排出量が1980年・1990

年と比べ減少しているのは，1993（平成５）年ないしは1994（平成６）年から開始された初期の

排出ガス規制の効果および車両総重量８トン以下の車両（ガソリン車化を想定）のシェアの増大

が原因である．

車種別にみると，すべてガソリン車化した乗用車と小型貨物車（小型特種(殊)車を含む）から

の排出量は当然ながらきわめて少なくなり，普通貨物車からの排出量も大きく減っている．ただ，

車両総重量８トン超のシェアが大きいバスについては，削減効果は限定的なものにとどまる．
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ディーゼル車のガソリン車への転換による粒子状物質排出量削減効果 ―1980年代・90年代の東京都を事例として―
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